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論文 嫌韓情報接触者に対する意識調査

李　洪千

本稿は，嫌韓関連記事や本を呼んだことのある人を対象にした意識調査を行い，嫌韓意識の傾向と現状を明らかに
することが目的である．そのため，嫌韓テキストに接した経験がある人を対象に，人口と年齢比率に合わせてアンケ
ート調査を行い，嫌韓に関する仮説検証を行った．調査結果によると，韓国を訪問した経験が多いほど韓国に対する
態度はポジティブであり，嫌韓主張に対して否定的である．ただ，日本における嫌韓ムードの高まりは，国内におけ
る社会的不満とは統計的有意性が見られなかった．インターネットの利用時間と，韓国に対してネガティブな態度と
の間には統計的有意性が見られたが，嫌韓主張の賛否とは関連性が見られなかった．以上の結果によると，嫌韓本の
出版が続いているなかで，嫌韓ムードの緩和のための韓国に対する経験を増加させる必要性が浮き彫りとなっている．
また，嫌韓情報の入手はインターネットの利用時間と関係しているが，ウェブページへのアクセスや動画の視聴など
受け身的な行動が多く見られるのが特徴である．

キーワード：嫌韓意識，嫌韓行動，嫌韓態度，嫌韓感情

LEE Hongchunn
東京都市大学メディア情報学部社会メディア学科准教授

1　嫌韓意識の増加
内閣府が毎年行っている外交に関する世論調査によ

ると，韓国に親近感を感じる割合は 37.5％（2017 年）
に過ぎない．これに対して親しみを感じない割合は
59.7％と２倍ほどである．それはピークだった 2013 年
の 66.4％に比べて微減しているがそれでも横ばいが続
いている．しかし，今後の日韓関係について重要だと思
う割合は 69.1％と高い．2016 年の 69.7％からも変化
は少ない（注 1）．

1.1　日韓関係の変化
2000 年以降良好だった日韓関係が急激に悪化したの

は 2012 年末からである．2013 年から，韓国に親近感
を感じない割合が急増した．それは 2012 年 8 月に李明
博大統領が竹島（韓国名独島）に上陸し，14 日に天皇
に対して謝罪を要求する発言をしたからである．その影
響は朴槿恵政権の 2015 年まで引き続いた．そのために
2013 年は韓国に親近感を感じる割合は 66.4％と外務省
が行った調査のうちもっとも高い数値を記録した．

冷却された日韓関係に風穴を開けたのは 2015 年 12
月に日韓両政府が合意した慰安婦日韓合意である．合意
には安倍首相が元慰安婦に「心からお詫びと反省を気持
ち」を表明し，慰安婦問題を「最終的かつ不可逆的解決」
することが盛り込まれている（注 2）．この問題について，

韓国の主要メディアは，日本政府が責任を認め，安倍首
相が総理大臣として謝罪したことを評価している．中央
日報は，「外交では本質的に完勝というものは存在しな
い」（2015 年 12 月 29 日付）という論調で日韓合意に
理解を示した．しかし，日韓合意の直後に行われた韓国
の世論調査では，肯定的評価（43.2％）より否定的評
価（50.7％）が多く，世論は真っ二つに分かれた．他方，
少女像の移転は，反対（66.3％）が賛成（19.3％）を
大きく上回った．これに対して日本のメディアは，日韓
合意を評価する（63％）のが評価しない（19％）を上
回り肯定的に評価している（朝日新聞 2016 年 1 月 19
日）．ただ，韓国がつくる団体へ 10 億円を支出したこ
とについては「妥当だ」（35％）より「妥当ではない」

（49％）評価が多かった．このような傾向は，他の新聞
の世論調査でも同じである（注 3）．

2016 年の 4 月に行われた総選挙の後，日韓合意によ
って改善された日本国内の世論に変化が生じた．日韓合
意を強行した与党のセヌリ党が大敗したからである．日
経新聞は，韓国の選挙結果が芽生え始めた関係改善に悪
影響を与えると懸念している（注 4）．日韓合意による
効果は，わずか 3 ヶ月ほどで終わってしまった．

朴槿恵前大統領の弾劾によって 2017 年 5 月に実施さ
れた選挙で当選した文在寅氏は，慰安婦合意の再交渉を
選挙公約に掲げた．当選後は，慰安婦合意プロセスを検
証するタスクフォース（TF）を発足させた．文在寅政
府は TF の検証結果をうけて，日本に再交渉を求めない
方針を明らかにし，大統領は新年のあいさつでもそれを
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再確認した．
日本における反韓意識の続きは，外務省の意識調査か

らでも確認出来るが韓国観光公社によると訪韓した日
本人観光客は 2012 年 352 万人から 2016 年 230 万人
まで減少した．2013 年まで訪韓外国人第 1 位であった
日本人が減少しているのは，「韓国に対する印象がよく
ないから」（56.3％），「日韓関係がよくないから」（36％）
という否定的認識の増加と無関係ではない（注 5）．

反韓意識の増加は日韓関係の悪化に起因することは
いうまでもないが，どのようなチャンネルを経由し，ど
のような影響が現われているのかを知る必要がある．そ
のため本稿は嫌韓情報に接した人々を対象に彼らの情
報行動を分析する．

2　研究方法
本稿は，嫌韓関連情報に接した日本人を対象に意識調

査を行った．ここで言う嫌韓関連情報とは，嫌韓記事，
嫌韓本，また嫌韓関連インターネット情報を指す．

2．1　 調査の設計
調査対象：嫌韓情報に接した日本の成人男女
調査規模：1000 人
標本誤差：95％信頼水準で± 3.1％
調査方法：オンライン・サーベイ
標本設計：オンライン・パネルを対象に年代別男女比
調査期間：2016 年 5 月 2 日〜 4 日
調査期間：GMO リサーチ

2．2　仮説
韓国の聯合ニュースによると，韓国を訪問した日本人

は 2006 年 233 万人（訪韓外国人の 38.0％）から 2012
年 351 万人（同 31.6％）まで増加した．国交正常化し
た 1965 年の相互訪問者数が年間 1 万人であることと比
べると，相互訪問者数は 700 倍増えたことになる．訪
問者数が増加した時期は，日韓関係が良好な時期と重な
る．また，外務省の親近感調査でも，2000 年以降は親
近感を感じる割が感じない割を上回っている．この時期
も訪問者数が増えている時期と重なる．韓国への渡航者
数が減少に転じた 2012 年以降は日本で嫌韓空気が強く
なっている．その事から，次のような仮説を立てた．

仮説1：�韓国に対する経験が少ないほど，嫌韓の傾向が
強い．

嫌韓を主張する人の多くはいわゆるネット右翼であ
ると言われている．ネット右翼には，在特会も含まれる．
在特会は，「河野談話の白紙撤回を求める署名活動」を
呼びかけた「主権回復を目指す会」から出発する（宮城 
2016）．在特会は，「在日コリアンへの福祉製作の撤廃

によって財政の健全化，日本人に回すこと」を主に主張
している．これらは，表面的には朝鮮人に怒りを向けて
いるように見られるが，小林よしのりが主張するように
ネット右翼は現在の政治に対する不満をもっている層
としながら次のような特徴を挙げている．①学歴におけ
る底学歴，②年収における低所得，③社会的地位・立場
における底辺，④外見上（異性経験）の底辺．この内容
からは次のような仮説を立てた．

仮説2：�日本社会に対する不満が多いほど嫌韓の傾向は
強い．

このようなネット右翼の主な活動の場は，名称の通り
インターネットである．ネット右翼は，日常的にネット
を使った情報収集や発信を行っている（林 2013）．イ
ンターネット上で，韓国を誹謗する内容の映像や書き込
みを行っている．彼らは 2008 年から韓国を揶揄する風
刺画を流している．ネット右翼の調査を行った古谷によ
ると，被調査者の 70％が自分はネット右翼ではないと
答えているが，93％はネット右翼の存在は認めている

（注 6）．先述の内容から次のような仮説を立てた．

仮説3：�インターネットのヘビーユーザーであるほど「嫌
韓」の傾向は強い．

以上のような仮説検証とともに本稿では，嫌韓の実態
を明らかにするために以下のような変数で調査を行っ
ている．

韓国に対する態度・嫌韓行動・嫌韓認識・韓国に関す
る経験・インターネットの利用・政治的有効性分析は，
意識調査の集計と仮説検証の 2 部に別れる．意識調査
においては単純集計を，仮説検証においては重回帰分析
を行った．仮説検証のための説明変数と目的変数は以下
のように設定した．

表 1　分析の変数
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3　嫌韓意識の現状
3．1　回答者

表 2　応答者の概要

3．2　韓国に対する経験
韓国を訪問した経験について調べた結果を図で示す．

結果によると，1 回訪問したと答えた割合は 20.1％で
ある．2 回 12.4％，3 回 4.5％，4 回以上 9.1％である．
合計 42.1％の人が一回以上韓国を訪問した経験をもっ
ていると答えた．韓国訪問を年代別に見ると，1 〜 2 回
の割合がもっとも多い．20 代 36.1％，30 代 35.2％，
40 代 30.5％，50 代 29.9％，60 代 32.1％となっている．

ただ，4 回以上の韓国訪問の経験をもっている割合は
50 代（10.3％），60 代（15.4％）が他の年代より高い．

韓国人の友人をもっている割合は 41.7％である．友
人 の 数 が 1 人 の 割 合 は 13.4 ％，2 人 11.9 ％，3 人
4.0％，4 人以上 12.4％と答えた．4 人以上の友人をも
つ割合は高いのが特徴である．

韓国コンテンツへの経験を複数応答で聞いて見た．図
1 で見られるように，K-POP を経験した人がもっとも
多く，46.4％が接したことがあると答えた．韓国の出
版物は 43.5％，韓国映画 42.3％，広告 19.3％と答えた．
ゲームは 7.3％と少ない．これは韓流ドラマや K-POP
と異なるゲームの特徴である．ゲームは，グローバル展
開を基本としているため，国籍を強調しないので韓国の
ゲームであっても気付きにくい．

3．3　韓国に対するイメージと態度
韓国に対する選好度を「韓国政治」「韓国社会」「韓流」

「韓国人」「韓国」の項目に分けて 5 点尺度で調査を行
った（図）．5 つの項目のうちもっとも肯定的な答えが
多かったのは「韓国文化」（28.0％）である（注 7）．他
方否定的な答えが多かったのは「韓国政治」（72.7％）
である（注 8）．韓国人については 21.7％，韓国という
国については 21.4％が好きと答えた．韓国政治，韓国
社会（61.0％），韓国という国（53.6％）については半
分以上が嫌いと答えた．また，韓国文化（41.0％）や
韓国人（47.9％）については 50％は超えないものの「好
き」より「嫌い」の割合は多い．韓国に対するイメージ
は全体的に否定的な傾向である．

表 3　年代別の韓国訪問

図 1　韓流コンテンツの経験
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3．4　嫌韓行動
嫌韓行動として，本稿は嫌韓デモへの参加，嫌韓本の

購入，嫌韓サイトへのアクセス・書き込み，嫌韓動画の
アップロードの項目で調査した．まず，嫌韓本の購入に
ついて聞いて見た結果によると，回答者の 47％が嫌韓
本の購入経験があると答え，53％は経験なしと答えた．
嫌韓本の購入経験があると答えた人の内訳を見ると，1
〜 2 冊を購入したのは 31％，3 〜 4 冊 10％であり，5
冊以上購入したのは 6％である．これに対して，嫌韓デ
モに参加した割合は低く 5％である．その内訳を見ると
1 〜 2 回 2％，3 〜 4 回 2％，5 回以上は 1％ほどである．
嫌韓デモに参加した経験がある 5％をどのように解釈す
るかによって，嫌韓に対する見方は二分される．それで
は，どの年代の人が嫌韓デモに参加しているのか．

図 3 で示されているように，年齢が若いほど嫌韓デ
モ に 参 加 す る 割 合 は 大 き い．20 代 9.68 ％，30 代
10.36％と若い人の割合が大きい．

図 4 はインターネットにおける嫌韓行動の結果であ
る．結果によると，62％が嫌韓サイトへアクセスした
経験があると答えた．次に多いのは，嫌韓動画の利用で
あり，53.8％が経験があると答えた．それに対して，
嫌韓サイトへ書き込みをしたり，動画をアップロードす
る割合は少ない．つまり，嫌韓行動は能動的行動より受
け身的行動が多いことである．他方で，この結果は一部

の情報発信者の影響力が強いことと解釈できる．図 3
の結果は，嫌韓関連情報源と関連性が高い．

応答者の 66％がインターネットを嫌韓関連情報源と
してあげている．放送は 16％，新聞 10％，出版 8％で
ある．これは，嫌韓本の出版ラッシュにもかかわらず，
インターネットから嫌韓情報を得ている割合が高いこ
とを意味する．一言で嫌韓と言っても，その内容は多様
であるが本研究は，『マンガ嫌韓流』で登場する主張と
ヘイトスピーチでよく登場する主張を選択し，それぞれ
に対する態度を測定した．

図 5 で示すように，嫌韓の主張に対する態度は多様
であり，強弱があることが明らかである．例えば「在特
会の反韓デモは正しい」「在日朝鮮人は優遇されている」

「慰安婦動員に強制性はなかった」の主張は，どちらと
も言えないと態度を明らかにしていない割合が高い．さ
らにこれらの主張に同意しない割合が他の主張より相
対的に高い．そのうち在特会が行っているヘイトスピー
チデモが正しくないと思う人の割合が高くのが特徴で
ある．この点においては，彼らを擁護する情報がインタ
ーネット上に拡散されているにもかかわらず，新聞，テ
レビに取り上げられないか，否定的な論調の報道が多い
ことにも関連されていると解釈できる．慰安婦問題につ

図 2　韓国対するイメージ 図 4　インターネットにおける嫌韓行動

図 3　年代別の嫌韓デモへの参加経験

図 5　嫌韓意識の強弱
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いて 17.5％の人が「強制性がなかった」という主張に
同意しないと答えた．

嫌韓関連情報を得ているメディアとしてもっとも多
かったのはインターネットである．応答者の 66.2％が
インターネットを嫌韓情報源としてあげている．新聞は
9.5％，放送 16.3％，出版物 7.7％，その他 0.3％と答
えた．嫌韓本を含め，嫌韓雑誌など出版物から情報を得
ている割合は，相対的に低い．

嫌韓行動のひとつとして，嫌韓サイトに 1 回以上ア
クセスした割合は 66.4％である．1 〜 2 回 23.0％，3
〜 4 回 9.4％，5 回以上 34.0％である．嫌韓関連動画を
視聴する割合は，53.8％である．それに対して，書き
込みの割合は 13.6％，動画をアップロードしたのは
7.4％である．この結果からは，嫌韓関連情報行動は，
アクセス，視聴など受け身的な傾向が多く，書き込みや
アップロードのような積極的な行動は少ない．

また，図 7 は嫌韓本に対する人々の態度を調べた結
果である．応答のうち「どちらとも言えない」と態度を
保留する割合はもっとも多い．応答者は，嫌韓本が「売
れているのは嘆かわしい」（33.6％），「売れているのは
喜ばしい」（31.0％）ことではないが，「韓国への不安
や不満を代弁している」（48.8％）と考えている．嫌韓
本が売られている現実は「日本と韓国との関係を悪化さ
せる」（44.0％）ことには同意する割合が多い．

3．5　インターネット利用
嫌韓情報にアクセスした経験がある人のインターネ

ット利用状況を調べてみると，1 日 3 時間以上利用して
いるヘビーユーザーの割合は 36.1％であり 1 時間から
3 時間までは 50.3％となっている．総務省の情報通信
白書（2015）によると，日本人の平均インターネット
利用時間は 90.4 分である．10 代は 112.2 分，20 代
146.9 分利用している．今回の調査結果によると，イン
ターネット利用時間は，平均より高い傾向を見せてお
り，応答者はインターネットのミドルユーザーからヘビ
ーユーザーまで分布している．

インターネットにアクセスするデバイスとして，パソ
コンを利用する割合が 88.7％と多い（複数応答）．スマ
ーフォンは 44.1％，タブレット 19.2％，ゲーム機
4.8％となっている．総務省の通信利用動向調査による
と調査を行った 2016 年のスマートフォンの普及率は，
71.8％であり，応答者のスマートフォン利用率は平均
より低い．

3．6　政治的有効性
政治的有効性を測定すると図 9 のような結果となっ

ている．「政治は自分の生活に関係ない」（③），「政治は
政治家や専門家に任せればよい」（⑤）「自分 1 人ぐら
い投票しなくても，選挙の結果に大きな影響はない」（②）
には同意しない割合は高い．これに対して，「国民の生
活や国の将来を考えている政治家は少ない」（④）「政治
家に問題があるのは，選んだ有権者にも責任がある」（⑥）
には同意する割合が高い．これに対して，「国民が国の
政治について何か言っても，政治が変わるとは思わな

図 6　インターネットにおける嫌韓行動 図 8　インターネット利用時間

図 7　嫌韓本に対する態度

図 9　政治的有効性
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い」は意見が分かれる．

4　仮説検証
4．1　仮説1

ここで仮説 1（韓国に対する経験が少ないほど，嫌韓
の傾向が強い）の検証を行う．従属変数は，韓国に対す
るイメージと嫌韓デモへの参加，嫌韓認識への意見の 3
つを，独立変数は，韓国への訪問経験，韓国人の友人，
韓国に対するイメージ形成要因のうち経験に関わる 7
つの項目を設定した．その結果は表 3 で示す．

それによると，韓国という国に対するイメージは，「韓
国訪問経験」，「韓国の友人」，「韓国の伝統文化」，「韓国
料理」，「映画・ドラマ」，「芸能人・スポーツ選手」，語
学研修」，「留学」と有意性が見られる．韓国人に対する
イメージは，「K-POP」，「留学」と，韓国文化は「K-POP」，

「留学」と，韓国文化は「K-POP」，「語学研修」，「留学」
と，韓国社会は「映画・ドラマ」，「K-POP」，「留学」と

韓国政治は「映画・ドラマ」，「留学」以外に有意性が見
られた．

表 5 は嫌韓意識の強さと韓国に対する経験との関係
を分析した結果である．韓国人はよく怒るは，「韓国訪
問経験」と，竹島は韓国が不法占拠している主張につい
ては「K-POP」と，慰安婦の動因には強制性はなかった
という主張は「映画・ドラマ」，「K-POP」と，日韓併合
は合法的であったという主張は，「映画・ドラマ」

「K-POP」，「語学研修」，「留学」と，在日朝鮮人は憂虞
されているという主張は「映画・ドラマ」，「K-POP」，「芸
能・スポーツ」と，在特会の反韓デモは正しいという主
張は，「韓国の友人」，「韓国の伝統文化」，「映画・ドラマ」，

「K-POP」，「芸能・スポーツ」，「語学研修」との間に有
意性が見られなかった．

以上の結果から，韓国に対する経験の多さと韓国に対
するイメージの間には関連性があると断言できない．表
3 の結果が示すように経験が多いほど韓国に対する態度

表 4　嫌韓イメージと韓国に対する経験

表 5　嫌韓意識の強度と韓国に対する経験
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はネガティブになっている．そのなかで，「韓国の伝統
文化」と「芸能人・スポーツ選手」においてはマイナス
の関連性が見られる．つまり，それらの影響が強いほど，
韓国に対する態度がポジティブになることを示す．

ただ，韓国に対する経験は嫌韓意識との間にはマイナ
スの関連性があり仮説は検証される．表 4 は韓国に対
する経験が少ないほど，嫌韓意識が強くなっていること
を示す．韓国訪問経験，韓国の友人，韓国料理に対する
経験が少ないほど，嫌韓主張に同意する傾向が強い．

以上の結果から，韓国に対する経験が韓国へのイメー
ジを和らげることには繋がっていないが，嫌韓主張に対
する否定的な傾向があることは確認出来た．つまり，韓
国に対する経験が多いほど韓国に対するネガティブイ
メージは弱く，嫌韓主張を否定する傾向である．

次は仮説 2（日本社会に対する不満が多いほど嫌韓の

傾向は強い．）の検証を行う．表 6 は嫌韓イメージと日
本社会への満足度との関連性を分析した結果を示す．表
６によると「警察」「家族・親族」に対する不満が多い
ほど韓国に対する態度はネティブである．韓国文化と韓
国社会は，「家族・親族」において仮説は検証されている．
韓国政治は，「警察」「家族・親族」において仮説は検証
される．

このような結果から，「家族・親族」において仮説は
検証されているが，それ以外の項目において仮説は検証
されなかった．逆に，日本社会に対する満足・信頼が高
いほど韓国に対するネガティブな態度をとっている傾
向が確認出来た．例えば，新聞社，テレビの報道に満足・
信頼するほどネティヴな傾向が強い．

最後に仮設 3（インターネットのヘビーユーザーであ
るほど「嫌韓」の傾向は強い）の検証を行う．表 7 によ

表 6　嫌韓イメージと日本社会に対する満足・信頼

表 7　嫌韓イメージとインターネット利用時間

表 8　嫌韓意識の強度とインターネット利用時間
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ると，インターネット利用時間と嫌韓イメージの間は有
意である．インターネット利用時間が長いほど，韓国に
対するイメージが悪い．また，表 8 は，インターネット
利用時間と嫌韓意識の強度との関係を分析した結果を示
す．表 8 によると，インターネット利用時間は，「韓国
人はよく怒る」と「竹島は韓国が不法占拠している」と
いう主張に対して有意性が見られた．インターネット利
用時間は，韓国人の性格と領土問題に強く影響している．

5　考察
本調査によると嫌韓情報の情報源のうち，出版が占め

る割合は 8％に過ぎない．嫌韓本の出版ブームを考える
と，放送，新聞よりも割合は少ないのは意外に思われる．
それに比べるとインターネットから情報を得ている割
合は 66％と高い．しかし，嫌韓本を情報源とする割合
が少ないのは，出版物という媒体の特徴によるものでは
なかろうか．いくら嫌韓本が売れたとしても，販売本数
はインターネットのアクセスを超えることはできない．
ただ，インターネットから得ている情報においてもその
出典について考える必要がある．なぜなら，嫌韓本を引
用したインターネットの書き込みは多いからである．そ
れを考えると，嫌韓本からインターネットへ情報が流れ
ていくことは容易に推測できる．従って，嫌韓本を直接
に手に取る人が少ないからと言って，嫌韓本の影響がイ
ンターネットより少ないと断定出来ない．

日本社会に対する不満が多いほど嫌韓の傾向が強い
という仮説 2 は一部分しか検証できなかった．分析結
果からは，日本社会，政治への不満と嫌韓態度との関連
は見られなかったものの，新聞，テレビに対する満足度
と嫌韓態度との間に関係性が確認できた．これは，新聞，
テレビの韓国関連報道に対する反発から嫌韓が起きて
いるという山野の主張と軌を共にしている．山野は，「嫌
韓流は韓国と韓流ブームを対象にしたのではなく，韓国
批判をタブー視する大手メディアの風潮に対して起こ
ったことである」と述べている．また，三橋は嫌韓本の
執筆した理由として「（韓国経済の）危機についてどこ
も書かなかったから」とメディアに対する反感を示して
いる（注 7）．このことから嫌韓の原因は日本社会に対
する不満ではなく，韓国に対するマスコミの報道姿勢が
原因であると考えるのも可能である．

インターネット利用時間が長いほど嫌韓に対する態
度はネガティブになるという仮説は，一部分において検
証された．インターネット利用時間と韓国に対する態度
の間は統計的有意性を見られている（表 6）．一方，嫌
韓主張ついては韓国人の性格（韓国人はよく怒る）と領
土問題（竹島は韓国が不法占拠している）にだけ有意性
が見られた．これはインターネット利用による知識量が
増加した効果であると見られる．

6　結論
本稿は，嫌韓に対する意識調査を行い，嫌韓意識の傾

向と現状を明らかにした．さらに，嫌韓意識の形成に対
する 3 つの仮説について検証を行った．

嫌韓情報を接した経験がある人々は，韓国に対する態
度は否定的な傾向を示している（図 1）．程度の差はあ
るが，韓国政治・社会について否定的な態度がもっとも
多かった．嫌韓デモに参加するなど積極的に意思表示を
する年代は 20 代が多い（図 2）．ただ，インターネット
における嫌韓情報行動は，アクセス・視聴のような消極
的傾向が多く，書き込みや動画のアップロードなど積極
的な行動は少なかった（図 3）．嫌韓関連情報の情報源
はインターネットがもっとも多く，嫌韓本の割合は少な
かった．ただ，インターネット情報の多くは嫌韓本の内
容を引用していることを考えると，嫌韓本の影響も無視
出来ない．嫌韓主張については，韓国人の性格・領土問
題について同意する割合が多かった．ただ，嫌韓本の出
版については，韓国社会に対する不満のはけ口になって
おり，日韓関係を悪化させていることに同意した．仮説
検証によると，韓国に対する経験は，韓国に対する態度
や嫌韓主張に対する同意を軽減させる効果が見られて
おり，直接的な経験の影響は大きいと見られる．ただ，
嫌韓は日本社会への不満による内在的要因によるもの
ではないことも明らかになった（表 6）．インターネッ
ト利用時間は，否定的な嫌韓態度とは関係が見られた

（表 7）．一方，嫌韓主張については，韓国人の性格・領
土問題にのみ関係が見られた．
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